
反社会的勢力への対応に関する保険約款の規定例 

 

【約款規定例／生保系】 

 

第00条 

(1)会社は、次のいずれかに該当する事由（重大事由）がある場合には、この保険契約を将来に向かって解

除することができます。 

①～③（略） 

④保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当するとき。 

ア．反社会的勢力(注)に該当すると認められること。 

イ．反社会的勢力(注)に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認

められること。 

ウ．反社会的勢力(注)を不当に利用していると認められること。 

エ．保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力(注)がその法人の経営を支配し、

またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること。 

オ．その他反社会的勢力(注)と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。 

⑤①から④までに掲げるもののほか、会社の保険契約者、被保険者または保険金の受取人に対する信

頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする①から④までと同等の重大な事由があるとき。 

(注)暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準

構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

 

(2)会社は、保険金の支払事由が生じた後でも、保険契約を解除することができます。この場合には、つぎ

のとおり取り扱います。 

①(1)①から⑤に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による保険金(注)を支払いません。また、

すでにその支払事由により保険金を支払っているときは、会社は、その返還を請求します。 

 (注)(1)④のみに該当した場合で、(1)④アからオまでに該当したのが保険金の受取人のみで、そ

の保険金の受取人が保険金の一部の受取人であるときは、保険金のうち、その受取人に支払

われるべき保険金をいいます。 

②（略） 

 

(3)本条の規定によって保険契約を解除したときは、会社は、解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支

払います。 

 

(4)前項の規定にかかわらず、(1)④の規定によって保険契約を解除した場合で、保険金の一部の受取人に対

して(2)①の規定を適用し保険金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない保険金に対応する部

分については(3)の規定を適用し、その部分の解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。 



【約款規定例／家財・賠責系】 

 

第00条(重大事由による解除) 

(1)当会社は、次のいずれかに該当する事由（重大事由）がある場合には、保険契約者に対する書面による

通知をもって、この保険契約を解除することができます。 

①～②略 

③保険契約者が、次のいずれかに該当するとき。 

ア．反社会的勢力(注)に該当すると認められること。 

イ．反社会的勢力(注)に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められ

ること。 

ウ．反社会的勢力(注)を不当に利用していると認められること。 

エ．法人である場合において、反社会的勢力(注)がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に

実質的に関与していると認められること。 

オ．その他反社会的勢力(注)と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。 

④①から③までに掲げるもののほか、保険契約者または被保険者が、①から③までの事由がある場合と

同程度に当会社のこれらの者に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を

生じさせたこと。 

(注)暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構

成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

 

(2)当会社は、被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書面によ

る通知をもって、この保険契約(注)を解除することができます。 

(注)被保険者が複数である場合は、その被保険者に係る部分とします。 

 

(3)(1)または(2)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合であっても、第XX条（保険契約解除

の効力）の規定にかかわらず、(1)①から④までの事由または(2)の解除の原因となる事由が生じた時か

ら解除がなされた時までに発生した損害に対しては、当会社は保険金を支払いません。この場合におい

て、既に保険金を支払っていたときは、当会社は、その返還を請求することができます。 

 

(4)保険契約者または被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当することにより(1)または(2)の規定

による解除がなされた場合には、(3)の規定は、次の損害については適用しません。 

①(1)③アからオまでのいずれにも該当しない被保険者に生じた損害 

②(1)③アからオまでのいずれかに該当する被保険者に生じた法律上の損害賠償金の損害 

 

（中略） 

 

第00条(保険料の返還－解除の場合) 

(1)（前略）第00条(重大事由による解除)(1)の規定により、当会社が保険契約を解除した場合には、当会

社は、未経過期間に対し当会社の定めるところにより計算した保険料を返還します。 



【約款規定例／ペット系（賠責なしの場合の規定）】 

※賠責がある場合は【家財・賠責系】に準じます。巻末＜解説＞を併せてご参照ください。 

 

第00条(重大事由による解除) 

(1)当会社は、次のいずれかに該当する事由（重大事由）がある場合には、保険契約者に対する書面による

通知をもって、この保険契約を解除することができます。 

①～②略 

③保険契約者が、次のいずれかに該当するとき。 

ア.反社会的勢力(注)に該当すると認められること。 

イ.反社会的勢力(注)に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められる

こと。 

ウ.反社会的勢力(注)を不当に利用していると認められること。 

エ.法人である場合において、反社会的勢力(注)がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実

質的に関与していると認められること。 

オ.その他反社会的勢力(注)と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。 

④①から③までに掲げるもののほか、保険契約者または被保険者が、①から③までの事由がある場合と

同程度に当会社のこれらの者に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を

生じさせたこと。 

 (注)暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構

成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

 

(2)当会社は、被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書面に

よる通知をもって、この保険契約(注)を解除することができます。 

(注)被保険者が複数である場合は、その被保険者に係る部分とします。 

 

(3)(1)または(2)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合であっても、第XX条(保険契約解除

の効力)の規定にかかわらず、(1)①から④までの事由または(2)の解除の原因となる事由が生じた時から

解除がなされた時までに発生した損害に対しては、当会社は保険金を支払いません。この場合において、

既に保険金を支払っていたときは、当会社は、その返還を請求することができます。 

 

(4)保険契約者または被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当することにより(1)または(2)の規定

による解除がなされた場合には、(3)の規定は、(1)③アからオまでのいずれにも該当しない被保険者に

生じた損害については適用しません。 

 

（中略） 

 

第00条(保険料の返還－解除の場合) 

(1)（前略）第00条(重大事由による解除)(1)の規定により、当会社が保険契約を解除した場合には、当会

社は、未経過期間に対し当会社の定めるところにより計算した保険料を返還します。 



【約款規定例／費用系（賠責なしの場合の規定）】 

※賠責がある場合は【家財・賠責系】に準じます。巻末＜解説＞を併せてご参照ください。 

 

第00条(重大事由による解除) 

(1)当会社は、次のいずれかに該当する事由（重大事由）がある場合には、保険契約者に対する書面による

通知をもって、この保険契約を解除することができます。 

①～②略 

③保険契約者が、次のいずれかに該当するとき。 

ア．反社会的勢力(注)に該当すると認められること。 

イ．反社会的勢力(注)に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められ

ること。 

ウ．反社会的勢力(注)を不当に利用していると認められること。 

エ．法人である場合において、反社会的勢力(注)がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に

実質的に関与していると認められること。 

オ．その他反社会的勢力(注)と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。 

④①から③までに掲げるもののほか、保険契約者または被保険者が、①から③までの事由がある場合と

同程度に当会社のこれらの者に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を

生じさせたこと。 

(注)暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構

成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

 

(2)当会社は、被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書面に

よる通知をもって、この保険契約(注)を解除することができます。 

(注)被保険者が複数である場合は、その被保険者に係る部分とします。 

 

(3)(1)または(2)の規定による解除が損害の発生した後になされた場合であっても、第XX条(保険契約解除

の効力)の規定にかかわらず、(1)①から④までの事由または(2)の解除の原因となる事由が生じた時から

解除がなされた時までに発生した事故による損害に対しては、当会社は保険金を支払いません。この場

合において、既に保険金を支払っていたときは、当会社は、その返還を請求することができます。 

 

(4)保険契約者または被保険者が(1)③アからオまでのいずれかに該当することにより(1)または(2)の規定

による解除がなされた場合には、(3)の規定は、(1)③アからオまでのいずれにも該当しない被保険者に

生じた損害については適用しません。 

 

（中略） 

 

第00条(保険料の返還－解除の場合) 

(1)（前略）第00条(重大事由による解除)(1)の規定により、当会社が保険契約を解除した場合には、当会

社は、未経過期間に対し当会社の定めるところにより計算した保険料を返還します。 



＜解 説＞ 

 

「反社会的勢力への対応に関する保険約款の規定例」は、少額短期保険会社が反社会的勢力とは一切の関係

をもたず、また、反社会的勢力およびその関係者に資金が流入することを阻止するために、少額短期保険契

約においても以下のとおり取扱うことができることとしています。 

 

・ 少額短期保険会社は、保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、保険期間中、反社会的勢力（暴

力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業等）（注１）（注２）に該当した場合には、保険契約

を解除する（注３）とともに、反社会的勢力に該当した時以降に発生した保険事故については、保険金

等を支払わない（注４）（既に支払っているときは、その返還を請求する）（注５）。 

 

（注１）遡って５年以内に暴力団員に該当すると客観的に認められる事情がある場合には、暴力団員と

して取扱う。 

（注２）反社会的勢力に対して資金等を提供していると認められる者等、反社会的勢力と社会的に非難

されるべき関係を有している者についても、同様に取扱う。 

（注３）損保系商品において、被保険者が複数で、かつ、その一部が反社会的勢力に該当する場合には、

その被保険者に係る部分のみ解除（一部解除）とする。 

（注４）損保系商品において、保険契約者または被保険者の反社会的勢力該当による解除の場合は、反

社該当被保険者のみ免責とし保険金（費用）を支払わない。ただし、賠責がある場合は、賠責

については一律有責とし、賠償金を支払う。 

（注５）損保系商品において、解除の場合の保険料返還規定は変更なしとする。なお、「第00条(重大事

由による解除)(2)」については、被保険者部分に可分・不可分のケースが混在する場合は、記

載しない。 

 

なお、上記規定は保険法（平成20 年法律第56 号）の重大事由解除（第30条、第57 条、第86 条）に

準拠しており、告知義務違反による解除権とは異なり、保険法上、契約の締結時や解除権発生時からの行使

期間制限（５年）や会社が知ったときからの行使期間制限（１か月）はありません。 

 

また、本規定例は、各少額短期保険会社における反社会的勢力への対応の参考の用に供するものであり、各

社を拘束するものではありません。 

 


